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１．はじめに 

 

学校教育においては、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、

切磋琢磨することを通じて一人一人の資質や能力を伸ばしていくという学校の特質を踏まえ、

小・中学校では一定の集団規模が確保されていることが望ましいと考えられます。 

しかし、全国的に少子化による人口減少が進んでいる近年では、小・中学校の小規模化が進

行しています。小規模校には個別指導が行いやすい等のメリットがある一方、児童生徒を取り

巻く教育環境、学校における教育活動や学校運営などに課題が生じることが懸念されています。 

国では、平成 27年１月に「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」を策

定し、学校規模の適正化に関する基本的な方向性や考慮すべき要素など、少子化に対応した活

力ある学校づくりに向けた指針を示しました。 

本市においても、児童数は昭和 56 年度、生徒数は昭和 62 年度のピークから、少子化の影響

により減少を続けています。令和４年度に入学した児童生徒数は、最も多かった時と比較して

50％以上減少しており、１学年が１学級の小学校や、２つの学年で編制される複式学級の小学

校も現れています。 

今後、少子化がさらに進むことが予想される中、学校規模の適正化や小規模化に伴う諸課題

に対し、将来を見据えて継続的に検討していく必要があると考えられます。 

これらのことから、教育の機会均等や水準の維持・向上など児童生徒の教育条件の改善や学

校施設の維持管理も含めた観点から、地域の実情に応じた学校教育のあり方や学校規模につい

て検討した上で、本市における学校規模の適正化等に関する基本的な考え方となる「本庄市立

小・中学校の適正規模及び適正配置の基本的な考え方」をまとめ、適正化に取り組むこととし

ました。 

 

 

 

  




























































